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Ⅰ．業績概要 

Ⅱ．経営戦略  

Ⅲ．資料編 
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 １３〄人財戦略①（人的資本経営） 
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 １７〄資本政策②（政策投資株式の縮減状況） 

 １８〄キャピタルアロケーション 

 １９〄持続可能な社会に向けた取組み 

 ２０〄市場運用 

 ２１〄持株会社体制①（会社概要） 

 ２２〄持株会社体制②（ビジネスモデル） 

 ２３〄持株会社体制③（グループシナジーの発揮） 

 ２４〄持株会社体制④（グループストラクチャー） 

 ２５〄持株会社体制⑤（ガバナンス体制） 

  本日のポイント 新中計での目標水準と目指す姿  ･･･ ２ 
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2021年3月期 2023年3月期 2026年3月期 目指す水準 

自己資本比率（連結） 11.72% 13.51％ 11%台 11%程度 

親会社株主帰属利益 

（連結当期純利益） 
168億円 272億円 300億円 500億円 

ROE（株主資本ベース） 

ROE（純資産ベース） 

3.68％ 

1.68% 

5.63％ 

2.62% 

6% 

3％ 

8％ 

5% 

総還元性向 27% 57% 50%以上 50%以上 

● 十分な自己資本を維持しつつ、成長投資を実行 

 1.2兆円〒αのアセット、5,000億円〒αの信用リスクアセットを 
積上げ（新中計期間中） 

● 広域型地方銀行としての経営基盤、機能々サービスの高度化、持株会
社化により、総合ソリューション企業として更なる収益性改善を図る 

● 総還元性向 50％以上の枠組み内で、成長投資と健全性の確保とのバラ
ンスを勘案しつつ、株主還元の充実を進め、弾力的に還元を実施 

新中期経営計画での施策 株主還元の強化 

(億円) 

(億円) 

親会社株主帰属利益（連結当期純利益） 

自

己

資

本

比

率

 

連

結

 

21年3月期（還元強化前） 

当行資本政策の変遷 ※バブルの大きさは総還元性向数値々イメージ 

当期（23年3月期） 

26年3月期目標 

目指す水準 

（  
  

 

） 
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Ⅰ.業績概要 



1〄2022年度決算総括 
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２０２２年度決算のポイント 

預貸金 

収 益 

主要計数計画・実績 

（前年度比） 

・親会社株主に帰属する当期純利益（連結） ２７２億円 (〒６５億円） 

・当期純利益（単体） ２５６億円 (〒６９億円） 

期末残高    （前年度比） 

・預金〒NCD末残 ９兆１，０４６億円 (〒１，１６８億円） 

・貸出金 ６兆３，０５９億円 (〒１，５６９億円） 

  うち中小企業等貸出金末残 ４兆１，８４８億円  (〒１，１３５億円） 

2023年3月末実績 
第7次中計最終年度 
2023年3月末目標 

目標比 

親会社株主帰属利益 
（連結当期純利益） 

  272億円（※1） 200億円 〒72億円 

ROE（株主資本ベース） 5.63％ 4％以上 〒1.63％ 

OHR 60.75％ 60％台 目標クリア 

自己資本比率（単体）   12.97％（※2） （計画期間中）10％以上 〒2.97％ 

(※2) 規制改正早期適用 
  （旧基準(概算)と比べ1％程度上昇） 

240 
250 

272 

期初予想 

(22.5.13) 

上方修正 

(23.1.31) 

実績 

(※1) 親会社株主帰属利益 

(億円) 

全項目 

達成 



２〄2022年度決算概要 
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減益要因 

増益要因 

々国債等債券損益の減少 

 （△４８億円） 

々コア業務純益の増加 

 （〒２４億円） 

々株式等関係損益の増加 

 （〒１９億円） 

々信用コストの減少 

 （△８６億円） 

 

【単体】 （単位〆億円） 

21年度 22年度 
前年度比 

業務粗利益 904 883 △ 21 
資金利益 789 785 △ 4 
役務取引等利益 108 117 9 
その他業務利益 6 △ 19 △ 25 

うち国債等債券損益 △ 0 △ 48 △ 48 
経費 535 536 1 
実質業務純益 369 346 △ 23 

コア業務純益 370 394 24 
除く投資信託解約損益 362 387 25 

一般貸倒引当金繰入額     （A) 80 0 △ 80 
業務純益 289 346 57 
臨時損益 △ 28 9 37 

不良債権処理額       （B） 29 22 △ 7 
その他 1 31 30 

うち株式等関係損益 8 27 19 
経常利益 260 355 95 

特別損益 △ 7 △ 4 3 

当期純利益 187 256 69 

信用コスト       （A)  〒（B) 109 23 △ 86 

【連結】 

連結粗利益 956 935 △ 21 
連結経常利益 291 381 90 
親会社株主に帰属する当期純利益 206 272 65 



21年度 22年度 

0.765 

0.730 0.729 
0.724 0.722 

0.709 0.708 

0.628 

0.692 

0.715 

0.680 
0.669 

0.711 0.709 

0.950 

0.932 

0.888 

0.963 

0.897 

0.930 
0.917 

19/下 20/上 20/下 21/上 21/下 22/上 22/下 

（％） 

6 

789 

国内貸出金利の推移（単体） 資金利益の増減要因（単体） 

△14 

その他 
 （日銀利息等） 

785 

３〄貸出資金利益々利回 

＋6 

＋9 △8 

新規実行金利 

（中小企業） 

新規実行金利 

（全体） 

国内貸出 

平均利回 

＋3 

国内貸出 

残高 
要因 

利回 
要因 

国内 
有証 

外貨 
運用 

調達差 

（億円） 



４〄役務取引等利益 
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88.8  87.3  83.9  
97.0  

108.6  117.0  122  

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

（億円） 

27.5 28.9 30.1 31.4 34.8 35.8 

44.6 45.0 44.9  43.3 38.9 35.2 

11.8 11.6 11.3 9.6 9.4 9.8 

15.6 15.8 16.2 16.2 16.5 17.0 

49.2 41.8 37.0 40.7 49.8 50.0 

18.7  22.3 24.8  24.7  

30.8  34.4  

167.6 165.6 164.6 166.0 

180.5 182.4 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 
（銀行単体〒京銀証券収益） 

（※１）法人ぐるみ取引〆Ｍ＆：、シローン、ビジネスマッチング、私募債、外為関連等 

（※２）預かり資産々信託関連〆投資信託、保険、個人向け国債、金融商品仲介、ファンドラップ、信託関連 〒京銀証券収益 

役務取引等利益の推移 

役務取引等収益の内訳 

その他 

内国為替 

ATM関係 

口座振替 

預かり資産々 
信託関連（※2） 

法人ぐるみ 
取引（※1） 

(予算) 



62 79 79 65 58 86 

626  606  569  686  806  848  
3 64 

12 
82 

62 62 

1.30% 1.35% 
1.12% 

1.36% 1.49% 1.56% 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円） 

997 
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  金融再生法開示債権（単体） 

662 
750 

928 
834 

692 

５〄信用コスト々開示債権の状況 

開示債権比率 

要管理債権 

（単位〆億円） 

21年度 

金融再生法開示債権の増減 93 

新規不良債権の発生による増加 306 

オフバランス化等による減少 213 

直接償却 29 

バルクセール 7 

実回収および業況改善 176 

危険債権 

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

（単位：億円)

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
23年度
（予算）

個別貸倒引当金純繰入額 0 20 14 63 29 21 35 

新規不良債権の発生に伴う処理額 10 30 28 74 41 32 

回収等による取崩し △ 8 △ 8 △ 13 △ 9 △ 23 △ 10 

ランクアップによる取崩し △ 3 △ 2 △ 0 △ 2 △ 0 △ 0 

不動産担保価値下落に伴う処理額等 1 0 △ 0 0 12 0 

貸出金償却 1 － 0 － 0 0 0 

貸出債権売却損 0 1 0 1 1 0 0 

その他 0 2 4 2 △ 0 0 3 

不良債権処理額             ①     1 24 19 66 29 22 38 

一般貸倒引当金純繰入額    ②   　 △ 5 △ 1 △ 2 21 80 0 △ 8 

信用コスト ①＋②　 △ 3 23 17 87 109 23 30 

信用コストの内訳（単体） 

＜残高及び比率の推移＞ 

＜増減要因＞ （※）新型コロナウイルス感染症などの先行きの 
   不確実性の高まりに備えた引当を実施 

（※） 
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純利益  

役務取引等利益の3年連続での 

最高益更新を見込むほか、 

国債等債券損益の改善や株式等 

関係損益の増加などにより、 

単体の純利益は２５５億円、 

連結の純利益は２７０億円と、 

それぞれ前年比増益を見込む 

【単体】 

22年度 
23年度 
（予算） 前年度比 

業務粗利益 883 904 21 
資金利益 785 761 △ 24 
役務取引等利益 117 122 5 
その他業務利益 △ 19 21 40 

うち国債等債券損益 △ 48 7 55 
経費 536 547 11 
実質業務純益 346 357 11 

コア業務純益 394 350 △ 44 
除く投資信託解約損益 387 349 △ 38 

一般貸倒引当金繰入額    （A) 0 △ 8 △ 8 
業務純益 346 365 19 
臨時損益 9 4 △ 5 

不良債権処理額     （B） 22 38 16 
その他 31 42 11 

うち株式等関係損益 27 47 20 
経常利益 355 369 14 

特別損益 △ 4 △ 5 △ 1 
 

 

当期純利益 256 265 9 
 

 

信用コスト      （A）〒（B） 23 30 7 

【連結】 

親会社株主に帰属する当期純利益 272 280 8 

6 〄2023年度決算見通し 

4期連続の最高益更新 

反転 

政投株縮減に伴う売却益 

3期連続の増益 



27  

49  

57  

20 21 22 23年度 

７〄株主還元々自己資本 
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11.72 
12.11 

13.51 
13.2 

11.24 

11.59 

12.97 12.7 

21/3 22/3 23/3 24/3

 自己資本比率の推移 

株主還元の推移  連結ＲＯＥの推移 

（％） 

(予定) 

（億円） 

単体 

配当総額 

総還元性向 

100 

45 

自己株式 
取得額 

総還元性向 ＝ 
配当総額〒自己株式取得額 

親会社株主に帰属する当期純利益 
× 100（％） 

20年度 21年度 22年度 
23年度
(予定) 

60  100 140 160 

（円） 

75 

119 

25 

〈一株当たり配当金の推移〉 

3.68  

4.38  

5.63  5.7  

1.68 
1.83 

2.62 2.7 

20 21 22 23年度 
(予算) 

株主資本 
ベース 

純資産 
ベース 

23/3より規制改正を早期適用済。 
その影響により旧基準（概算）に比べ、 
単体、連結とも1％程度上昇。 

(予算) 

（％） 

105 

50 

155 

連結 

（％） 

＋α 

以上 
50% 
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Ⅱ.経営戦略 



１．前中期経営計画①（振り返り） 
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主要財務指標 

168 

206 

272 

0

50

100

150

200

250

300

20年度 21年度 22年度 

親会社株主帰属利益 
（連結当期純利益） 

（億円） 

3.68 
4.38 

5.63 

0

1

2

3

4

5

6

20年度 21年度 22年度 

実質ROE 
（株主資本ベース） 

（％） 

65.45 59.17 60.75 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

20年度 21年度 22年度 

OHR 
（％） 

最終年度 計画 ２００億円 → 実績２７２億円 最終年度 計画 ４％以上 → 実績５．６３％ 最終年度 計画 ６０％台 → 実績６０．７５％ 

自己資本比率は 計画期間中 １０％以上を確保 

主要財務指標は全て達成 

【期間中の主な取組み】 

・総合金融ソリューション業の実践により 
 役務取引等利益の増加 
 総貸出金６兆円、中小企業貸出２兆円を突破 

・デジタルコネクトの取組みにより非対面取引 
 の増加。ECモール「ことよりモール」開始 

・人事制度改正、柔軟な働き方の導入による 
 行員のエンゲージメントの向上 

・各種トレーニーを通じて専門性を高めた人材を 
 育成 

計画４％を大きく上回る 
計画２００億円を大幅増益 

計画６０％台の前半に抑制 
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54 

31 

41 

20年度 21年度 22年度 

法人ぐるみ収益 

 
（億円） 

新規融資先数 
(中計期間中累計) 

20年度 21年度 22年度 

（百万円） 

Ｍ＆：手数料実績 

事業メイン先数 
（中計期間中累計） 

20年度 21年度 22年度 

 （先） 

中計目標  
20,000先 達成 

18,585  

21,175  

20,463  

533  

1,288  

20年度 21年度 22年度 

買収ニーズ 譲渡ニーズ （件） 

Ｍ＆：ニーズ受付件数 
（中計期間中累計） 

コロナサポート先数 
（中計期間中累計） 

2,762  

5,402  

7,614  

20年度 21年度 22年度 

 （先） 

２．前中期経営計画②（法人分野の取組み） 

SDGｓ宣言サポート取組実績  
(中計期間中累計) 

20年度 21年度 22年度 

232  
 

809 

3,155  

8,696  

13,485  

20年度 21年度 22年度 

（件） 

ビジネスマッチング商談設定件数  
（中計期間中累計） 

 
 中計目標  

10,000先 達成 

1,019  

1,725  

20年度 21年度 22年度 

（件） 

ビジネスマッチング成約件数 

2,052 

ビジネスマッチングやM&Aなどのコンサルティングにより法人ぐるみ収益と融資先は着実に増加 

（先） 

20年度 21年度 22年度 

 （先） 

中計目標 
10,000先達成 

4,217  

6,915  

10,271  

490 

636 

924 

21年10月 
から開始 



5,488  5,829  5,886  

1,157  
1,287  1,521  

6,646  
7,119  7,407  

21/3 22/3 23/3 

預かり資産残高 

京銀証券 当行 （億円） 

20年度 21年度 22年度 

（先） 

1,890  
2,209  2,248  

45,511  

52,223  

57,428  

0

20,000

40,000

0

1,000

2,000

20年度 21年度 22年度 

（百万円） （先） 

投信自動積立 ・外貨普通預金自動積立サービス 
月間振替額・契約先数 

投資信託取引先数 

219  

332  

517  

100

20年度 21年度 22年度 

（件） 

14 

50  

20年度 21年度 22年度 

（億円） 

預かり資産収益・信託関連収益 

遺言信託 保管中遺言件数（累計） 

76,807 

90,231 

84,067 

３．前中期経営計画③（個人分野の取組み） 

ニーズの的確な把握とソリューションにより預かり資産残高および関連収益は増加 

3,464  

6,803  

11,242  

20年度 21年度 22年度 

 （先） 
中計目標 

10,000先達成 

「お客さまコンサルティングシート」 
 作成件数 
(中計期間中累計） 

  相続・資産承継サポート専門拠点 

「相続々資産承継ご相談プラザ」 

相続専門スタッフ常駐の専門拠点を設置 
ライフステージに応じたソリューション機能を一層強化 

京都北（福知山駅南支店内）2021年7月開設 
京都中央（本店東館内）2022年4月開設 
京都南（田辺支店内）2023年4月開設 

（銀行単体〒京銀証券収益） 
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【新規ビジネス 非金融ビジネスへの参入】 
 ECモール「ことよりモール」を開始 
 （2022年11月28日開業） 

25,963  

21/3 22/3 23/3

（件） 

205  

320  

430  

21/3 22/3 23/3

（千件） 

中計目標 

30０千件を達成 

京銀アプリ  
【個人】 

京銀ビジネスポータルサイト  
【法人】 

17,430 

４．前中期経営計画④（デジタル戦略・人財戦略） 

女性活躍支援 

176  

660  
49  

277  

0

500

07/3 23/3

（人） 

役席のうち女性の割合 

21.5％ 

女性主任  

女性役席  

  

プロフェッショナル シニア・プロフェッショナル 

々事業承継業務 

々M&A業務 

々市場運用業務 

々システム分野 

々IT々デジタル分野 

々信託業務 

々事務管理分野 

々システム分野 

各分野においてより一層の専門性を追求し、銀行業から総合金融
ソリューション業へとさらなる成長々発展を遂げていくうえで、
その担い手となる行員を選抜々登用する制度 

【デジタル戦略】  新規ビジネスの展開と業務・事務手続・サービスのデジタル化の進展 

【人財戦略】  多様な人財、プロフェッショナル人財の活躍 

専門資格取得者数 

４８４ 人 CFP 

１,２２２ 人 AFP 

FP１級 

２,５６６ 人 FP2級 

２０２ 人 

証券アナリスト  ２９ 人 

50  

223  

139  

1,270  

0

500

1,000

1,500

0

50

100

150

200

250

当初 ５か月経過 

ことよりモール出店状況 

出店社数(社） 

出品数（品） 

地域企業の商品をECモールに 
出店いただき、地域貢献へ 
 
 
   開業5か月 
      出店社数 4倍 
      出品数   9倍 
 

（2023年3月31日現在） 

８６８ 

2007年度より「女性キャリアサポートプロジェクト」開始 



５．新・第１次中期経営計画 
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新・第1次中期経営計画 （2023年4月～2026年3月） 

これまでも、これからもお客さま、地域と「なが――― い、おつきあい。」 
私たちは持株会社化で新たなステージに立ち、ともに未来を創造していきます。 

  

これまでも、これからも、「なが―――い、おつきあい。」 

新第1～5次中計 
2002.4～2017.3 

営業エリアの拡大 

2000年 

広域化戦略の展開 
(滋賀県初進出 草津支店) 

2017年 

京銀証券設立 

2018年 

信託業務 

本体参入 

2020年 

人材紹介 

業務開始 

～15次中計 
～2002.3 

２コンサル機能・サービスの高度化 
  

  

１「広域型地方銀行」としての成長、経営基盤の強化 
  

新・第1次中計 
2023.4～ 

総合ソリューション企業へ 

（１×２×３） 

３持株会社移行 
（検討中・2023年10月初旬目途） 

 

  Satisfaction：満足度向上 

Transformation：変革 

Ahead：前進 

Gear Up：加速 

Expand：拡大 

  

  

金融事業領域の拡充 

第6次中計 
2017.4～2020.3 

第7次中計 
2020.4～2023.3 

2021年 

課題解決機能 

の拡充 
（事業承継、SDGs等） 
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６．新・第１次中期経営計画の骨子 

新たなステージで 

第一歩を力強く踏み出す３年間 

  

地域の成長を牽引し、ともに未来を創造する 

総合ソリューション企業 
経営理念実現の為 
長期的に目指す姿 

位置付け 

経営戦略投資 

・コンサル機能強化、事業領域の拡大・ 

挑 戦 に 向 け た 経 営 リ ソ ー ス （ ヒ ト ・ 

カネ）の投下 
  

アセット投資 

・財務体力を活かした適切な 

リスクテイクによる収益向上 

・持続可能な社会の実現に向けたサス 

テナブルファイナンス   

デジタル・IT投資 

・社会環境、技術進展を踏まえた既存 

ビジネスの深化と新規ビジネスの探求 

・データドリブン経営 

計画達成のための投資戦略 

リスクアペタイトフレームワーク 

アクティブ・リスクマネジメント 

計画を支えるガバナンス 

・グループ総合力
の強化 

 

・コンサルティング
強化 

 

  

・DX推進 

 

 

・人的資本経営の 
実践 

企
業
価
値
の
向
上 

ステークホルダーの満足度向上 

積
極
的
な
変
革
・挑
戦 

事業領域の拡大 中計テーマ 

中計テーマ 実現していくこと 

・グループ総合力の強化 

・コンサルティング強化 

・DX 推進 

・人的資本経営の実践 

・企業価値の向上(経済的価値＋社会的価値) 

・事業領域の拡大 

・積極的な変革・挑戦 

・ステークホルダーの満足度向上 

 

マネロン等対策の強化 

サイバーリスク管理態勢の強化 

不易の取組み 
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７．サステナビリティ経営の実践 

ＳＤＧｓの取組み（重点テーマ：継続取組） 

地域経済の活性化 環境負荷の軽減 

安心・安全・便利な金融サービスの提供 

金融リテラシーの向上 全従業員の活躍支援 

 
 

 

＜経済的価値＞ 
  
・成長投資・健全性・株主還元

とのバランス 

・ＲＯＥ向上  

・政策投資株式縮減 
  

＜社会的価値＞ 
  

・ＴＣＦＤ対応 

・持続可能な社会・脱炭素社会

の実現に向けた取り組み 

・環境配慮の取り組み 

・従業員のウェルビーイング   

・ＩＲ、ＳＲの取組強化 

・地域の株主増加に向けた活動  

・政策投資先のとの対話 

（エンゲージメント） 

長期持続的に 

企業価値を向上させる 

企業価値 

＝経済的価値＋社会的価値 

長期持続的に 

ステークホルダーの期待に応える 

ステークホルダー： 

地域・お客さま、従業員、社会、株主 
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KGI 実績 

（2022年度） 
目標 

（2025年度） 
目指す水準 

ROE 株主資本ベース 

    （純資産ベース） 
５．６３％ 

（２．６２％） 
６％ 

（３％） 
８％ 

（５％） 

親会社株主帰属利益 
（連結当期純利益） 

２７２億円 ３００億円 ５００億円 

自己資本比率（連結） １３．５１％ １１％台 １１％程度 

項目 目標 

総還元性向 
５０％以上  
成長投資と健全性の確保とのバランスを勘案しつつ、株主還元の充実を
進め、弾力的に還元を実施 

コア業務投資 （計画期間中累計） 
融資、有価証券等アセットの積上げ※   １兆２，０００億円＋α  

(信用リスクアセット ５，０００億円＋α ） 

グループ収益 （2025年度）  

親会社株主帰属利益－銀行単体当期純利益 

５０億円 
連単倍率1.1倍から1.2倍へ 

IT・DX投資（計画期間中累計） １００億円 

人的資本経営（2025年度） 
公募制度等、希望に基づく登用・配置 

全体の８０％以上 

サステナブル サステナブルファイナンス １兆円（2020～2030年度までの累計） 

（環境目標） CO2排出削減 ▲５０％（2030年度目標・2013年比） 

KPI 

８．目標と目指す水準 

※施策に織り込んだアセット積上げによる収益計画の達成＋財務体力を活かし将来の収益源確保のため新たな成長分野への投資チャレンジ 

サステナブル 
（環境目標） 
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９．コンサルティング戦略①（法人分野） 

伴走型アドバイザリー業務 イメージ図 

【本部活動】  

取引先への伴走支援の拡大 

〇【新設】伴走型アドバイザリー業務 

の開始 

〇成長分野（SDGs・脱炭素支援）の 

強化 

〇事業承継関連ビジネスの強化 

〇高度ファイナンス分野の強化 

〇国際業務における高度化 

お客さまの課題解決を1社でも多く！！ 

  
【営業店活動】 

 課題解決型営業の深化・拡大 

〇アクションプランシートの活用 

〇課題解決型会議の実施 

〇グループ各社の機能フル活用 

〇コンサルティング人財の育成 

  

  

基 盤 拡 大 役務収益拡大 企業価値向上 地 域 貢 献 

課題解決型営業を起点により深くビジネス化 

貸出金・リース取引
増量、シェア拡大 

②課題の抽出 ①課題・ 

ニーズの把握 

③課題解決に 

向けた提案 

④具体的な 

解決策の取組 

取引先 

グループ会社 

外部パートナー 

外部提携先 

アドバイザーとし
て継続的な対話
により潜在的な
課題発掘 

課題の共有・

解決に向けた
取組み 

総合的なソリューション提供 

伴走型アドバイザリー業務 

課題 

取引先の良き相談相手 

課題 

課題 

課題 

課題 
課題 



１０．コンサルティング戦略②（預かり資産分野） 
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すべてのお客さまに「銀・証・信」によるコンサルティングを提供し 預かり資産残高１兆円へ 

政府の資産所得倍増プラン 
新NISAスタート 

（億円） 

当行の個人資産倍増プラン 

6,151  6,646  7,119  7,407  

10,000  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

20/3 21/3 22/3 23/3 26/3

預かり資産残高 

～お客さまの最善の利益を実現～ 

254 

360 

150

200

250

300

350

400

22年度 25年度 

468  

1,000  

0

500

1,000

1,500

前中計 

3年間 

新中計 

3年間 

遺言信託・ 
遺産整理業務の 
受託件数 

（件） 

（億円） 

投信自動積立の 
年間振替額 
（年度末月の振替額×12） 

 

預かり資産先数：２倍 

１０万先 ⇒ ２０万先 

遺言信託・遺産整理業務件数：２倍 

年間２００件 ⇒ ４００件 

金融教育チームの新設 

資産形成デスクの設置 

京銀証券による 

営業店サポート強化 
相続・資産承継 

ご相談プラザの増設 

①「金融教育の普及」 ②「ＤＸ・ＡＩによるマーケティング」 

③「コールセンターや京銀アプリを活用したお客さまとの接点極大化」 

④「銀・証連携（京都銀行と京銀証券）」によるポートフォリオ提案の強化 

  

  

資産形成層 資産活用層 相続・資産承継層 
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１１．コンサルティング戦略③（マス・リテール、地方創生・地域活性化） 

マス・リテール 

地方創生・地域活性化 

マーケティング お客さまに寄り添ったOne to One レコメンド 

非対面取引 消費者ローンのWEB完結化と本部集中化 

キャッシュレス デビットカード強化による若年層からのメイン化推進 

2023/3 

実績 

中計 

最終年度 

消費者ローン年間実行額 ６９億円 １５０億円 

デビットカード会員数 ４．５万人 １５万人 

スタートアップ支援を通じたイノベーションの創出 

 ・「京銀輝く未来応援ファンド」を中心としたスタートアップ企業向け投資の拡大 

 ・スタートアップ企業と大企業を繋ぐ「オープンイノベーションマッチング」の推進 

 ・起業家育成のための各種プログラムの実施 

 ・創業支援機能の強化 

事業承継ファンドを起点としたエクイティビジネスの更なる深化 

 ・「京銀NextStageファンド」を中心とした後継者不在企業向け投資の拡大 

 ・コンサルティング機能の強化 

 ・当行ソリューションと連携した案件組成の強化 

＜基本方針＞ 

１００億円を目途 

2021年1月以降、 
10年間で継続的に投資 

＜基本方針＞ 

１００億円を目途 

2018年11月以降、 
10年間で継続的に投資 

地公体との連携による地域活性化 

 ・脱炭素支援→京都府・産業創造リーディングゾーンでの連携 

 ・DX支援→デジタル田園都市国家構想総合戦略に対応した地域ＤＸ支援 
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１２．デジタル・IT戦略 
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１３．人財戦略①（人的資本経営） 

 エンゲージメント経営の実践  
  

  

  
  

○地域やお客さまに貢献しよう、 

 ひいては銀行の成長に貢献しよう 

という気持ちで取り組む 

○自身の仕事に熱意を持ち、自律的々 

    自発的に役割を果たす 

○「やりたい仕事々なりたい姿」の 

実現に向けて、自己研鑽に努める 

  
  

○経営戦略々ビジョンを明確に示す 

○従業員一人ひとりの成長を支援 

○心理的安全性を確保し、各人が 

 いきいきと働ける職場を提供 

○多様な働き方や成長機会々活躍 

機会を提供 

銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ 従業員 

地域・お客さま 

従業員の成長 

地域の成長 

企業価値の向上 

エンゲージメント 

お客さまへの貢献 地域・お客さまの信任 

従業員意識調査を実施し、PDCAを回す 

～エンゲージメントサーベイ・パルスサーベイ～ 

上司によるきめ細やかな定期面談 

～１ｏｎ１ミーティング～ 

  

身体的々精神的々社会的に幸せな状態 

～ウェルビーイング～ 

  

若手からシニアまで含めた成長機会・活躍機会の拡充 

・「キャリア・チャレンジ制度」を創設し、 

  グループ全体で各種公募制度を拡充 

・各人の意欲・希望に基づく登用・配置を実現し、 

  手挙げ文化を醸成、組織を活性化 

適所適財での人財育成・配置 

々人財データの整備々活用 

々グループ全体での 

人財ポートフォリオ運用 

・「戦略人財」の養成 
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１４．人財戦略②（人財育成） 

京都銀行グループとしての人財強化 

「キャリア・チャレンジ制度」 

「銀行」から「京都銀行グループ」の営業人財へ 

・本部・グループ会社への公募制を拡充 

・グループ会社のソリューション機能を駆使する 
 コンサルティング人財の育成 

行内認定制度 

コンサルティング人財 １，０００名体制 

事務中核人財 ２００名体制 

・法人６００名・個人３００名・ローン１００名 

・安定的な内部体制と事務基盤構築において 
 中核的な役割を担う人財を育成 

GX・DX・専門人財の育成 

DX人財の育成 
  DXスペシャリスト                              ５０名体制 
  DXアドバイザー        ゴールド認定      ５００名体制 
  デジタルサポーター  ゴールド認定  １，０００名体制 

炭素会計アドバイザー資格の取得促進 
                             目標 １，０００名体制   

専門人財の育成 
              １００名を新たに育成（本部・グループ会社） 

ジェンダー・ダイバーシティ 

男性育児休暇取得率 目標１００％ 

女性役席比率 
  代理以上                目標２０％ 
  係長・調査役以上     目標３０％ 

女性法人総合営業担当者 
             目標 １５０名体制 

経営戦略の実現に必要な人財の確保と、「人的資本価値の最大化」により「中長期的な企業価値の向上」を 
実現するため、人財育成、諸施策を展開 

「みらいデザイン」プログラムの実施 
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１５．アセット投資戦略 

ストラクチャード 
ファイナンス・ 
ファンド 

事業性融資 

住宅ローン 

市場運用 
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60

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

20年度 21年度 22年度 

株主還元 

総還元額（配当総額＋自己株式取得額） 

総還元性向 

１６．資本政策①（株主還元） 

％ 

（億円） 

株主還元方針   親会社株主に帰属する当期純利益に対する総還元性向50％以上 

株主還元方針 配当予想修正 
1株あたりの年間配当金 

自己株式 
取得 

20年度 
配当性向 
３０％目安 

 ６０円 - 

21年度 
配当性向 
３０％目安 

 １００円 ２５億円 

22年度 
総還元性向 
５０％目安 

   １４０円 ５０億円 

23年度 
総還元性向 
５０％以上 

（予定）１６０円 

株主還元の取組み 

％ 

％ 

配当総額 

① 
自己株式 

取得額② 
総還元額 
①＋② 

総還元性向 

20年度 ４５億円 ４５億円 ２７％ 

21年度 ７５億円 ２５億円 １００億円 ４９％ 

22年度 １０５億円 ５０億円 １５５億円 ５７％ 

５０％以上 

総還元性向５０％以上をコミットしつつ、「成長投資」、「健全性の確保」、「株主還元の充実」をバランスよく実現 
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１７．資本政策②（政策投資株式の縮減状況） 

政策投資株式の縮減方針  （2022年5月25日公表） 

    

    政策投資株式(上場）を３年程度で 簿価１６０億円縮減方針 

２０２２年度縮減進捗 

１０か月で５０億円の縮減合意  

       オンスケジュールで進捗 

 

    売却済         １６億円 
    合意済未売却額   ３４億円 
         合計                 ５０億円 

1,740  

1,591  

1,539  

1,430  

34  

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

17/3 22/3 23/3 計画 

政策投資株式（上場）簿価 

３年程度 
  ▲１６０億円  
    （▲１０％） 

５年 
  ▲１５０億円 
    （▲８．５％） 

（億円） 

（合意済未売却額 
    34億円除く） 

162  

146  

137  

130

17/3 22/3 23/3

政策投資株式 保有銘柄数 

前年比▲９先 

（先） 



29 

１８．キャピタルアロケーション 

11

11.5

12

12.5

13

13.5

14

14.5

15

15.5

22年度 利益 リスク 還元 25年度 

累計利益 

株主還元 

キャピタルアロケーションイメージ 

23/3実績 26/3計画 

自己資本比率 

１３．５１％ 
積極的な 

信用リスク 

アセット投資 

自己資本比率 

１１％台へ 

自己資本比率は、地域社会に安定して金融サービスを提供可能な１１％台でコントロール 

５，０００億円＋α  信用リスクアセット投資を積極的に積上げ、純利益を３００億円へ 

信用リスクアセットイメージ 

住宅ローン 

中小企業貸出 

マンション 

貸出 

ストラクチャード 

ファイナンス 

ファンド 

市場部門 

大企業貸出 

3年間で 
信用リスクアセット 
５，０００億円＋α  

積上げ 

その他 

適正水準 １１％台 

株主還元の追加 

資本の蓄積 

11％ 

12％ 



30 

0 

-45.2 

-50 

13年度 22年度 30年度 目標 

１９．持続可能な社会に向けた取組み   

655  
1,385  

2,867  

10,000  

20年度 21年度 22年度 30年度 
目標 

サステナブルファイナンス（投融資）取組実績 

目標の９０％  
       着実に進捗 

GXリーグへの参画 

サステナブルファイナンス実行 
（20年度以降累計1兆円） 

CO2排出量の削減 
（2013年度比▲50％） 

カーボンニュートラル実現 
２０５０年度 

２０３０年度 

２０２３年度 
 （新中計スタート） 

グリーン成長を通じた企業価値向上 

〇京都府産業創造リーディングゾーン「ZET-valley」 
 ・京都府による脱炭素をテーマにした世界に通用 
  するスタートアップ集積拠点「ZET-valley」の構築 
 ・京都府、向日市、西日本旅客鉄道、当行にて連携 
〇京都府「地域脱炭素・京都コンソーシアム」へ参画 
 ・中小企業の脱炭素化支援、サステナビリティ・リンク・   
  ローン（京都版）の組成・推進 
〇京都市「脱炭素先行地域推進コンソーシアム」へ参画 

２０２０～ 
２０２２年度 

（前中計期間） 

2013年度対比 CO2排出量 

（％） 

「ZET－valley」 連携協定 
京都府・京都市との連携 
TCFD提言 賛同表明 

（実行額累計 億円） 

（Scope1,2対象） 



２０．市場運用 

国内債券は投資年限の短期化を図りながら、引き続き国債や地方債を中心に残高を積増し。 

外債は利回りの低い米ドル建債等を売却。今後は金融政策を見極めながら利鞘の確保できる債券に投資。 

投資信託はREITおよび日米株の株式投資信託の売買により収益を確保。引き続き機動的売買を実施。 

有価証券残高 有価証券評価損益 

利回りの推移 平均年限の推移 

（億円） 

※評価損益除く 

（年） 

（億円） 
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（％） 

＜参考＞評価損益変動幅 

内訳 評価損益 

国内債券 △ 279 

株式 7,622 

外債 △ 34 

その他 △ 103 

合計 7,204 

●円金利が1％上昇した場合の 
 評価損益変動幅 
         △ 906億円 
 
 
●日経平均が1,000円下落した 
 場合の株式等評価損益変動幅 
                          △ 329億円 

7.98  

9.73  
11.64  

13.02 

6

8

10

12

14

0.41 0.37 0.33 0.29 

1.30 1.38 1.55 1.50 

0

1

2

19年度 20年度 21年度 22年度 

17,801  16,790  16,636  17,941  

1,762  
1,734  1,721  

1,702  
1,748  

1,775  1,294  
786  

1,551  
1,797  1,959  1,807  

22,863  
22,096  21,610  22,237  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3 21/3 22/3 23/3

投信・その他 外債 株式 国内債券 

5.0 
5.4 

5.9 5.7 

2.5 

3.5 5.4 

3.5 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

20/3 21/3 22/3 23/3

円債 外債 

金利リスクに留意したポートフォリオの構築 
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＜ロゴマークについて＞ 

  ひろがり、つながる「波紋」をモチーフとしたデザイン。 
  一滴の水がひろがりを生み出すように、グループ役職員が地域社会に良い影響を広げる存在になることを表現しています。たとえ一人ひとりが   
  生み出す影響が小さくても、それらが幾重にもひろがり、周囲とつながることで、世の中に新しい価値を生み出すグループになることを約束します。 
  また、ロゴマークを形作る3本のラインは、「お客さま」、「地域社会」、「株主」を表現しています。 

２１．持株会社体制①（会社概要） 
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２２．持株会社体制②（ビジネスモデル） 

 地域・お客さまの多様なニーズ・課題の解決に取り組むことで、グループの持続的成長につなげ、 
「地域の成長を牽引し、ともに未来を創造する総合ソリューション企業」を目指します。 
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２３．持株会社体制③（グループシナジーの発揮） 

投資専門子会社設立へ（2023年9月予定） 
  「ベンチャー企業の支援・育成」と「事業承継支援」事業の 
  専門性を高め、機能を強化 
    ファンドの組成・運営 
    投資対象会社等に対するコンサルティング 
    投資対象会社に対するビジネスマッチング 

  持株会社体制におけるグループ一体経営およびグループ内連携をさらに強化することで、 
 グループシナジーを発揮し、地域々お客さまに多様なソリューションを提供 
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第１段階 

第2段階 

２０２３年１０月２日を効力発生日として、当行単独による株式移転により持株会社を設立することで、当行は
持株会社の完全子会社となります。 

グループ内の連携やシナジーの一層の強化等の観点から、京都信用保証サービスを除く、当行の連結子会社７社に
ついて、持株会社の直接出資会社として再編する予定。 

※2：スカイオーシャン・アセットマネジメントは、持分法適用関連会社  ※1：投資専門会社は、2023年9月に設立予定 

２４．持株会社体制④（グループストラクチャー） 
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２５．持株会社体制⑤（ガバナンス体制） 

新たな事業領域の拡大やグループ各社の自立した事業運営を目指すなかで、経営に対する実効性の高い監督と
迅速な意思決定を可能とするため、持株会社は、「監査等委員会設置会社」とし、攻めと守りの両面からグループ
ガバナンスの高度化をはかります。 
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Ⅲ.資料編 



資料編１〄プロフィール 
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当行 

29.7% 

メガバンク等 

19.0% 

信用金庫 

40.2% 

地銀(当行除く） 

11.1% 

当行 

30.5% メガバンク等 

31.9% 

信用金庫 

32.9% 
地銀(当行除く） 

4.7% 

貸出金 

預金〒譲渡性預金 

京都銀行の概要 京都府内シェア（２０２3／３） 
（銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア） 

（2023年3月末現在） 

項目 計数等 

創立 １９４１年１０月 

総資産 １１兆１７６億円 

預金〒NCD ９兆１〃０４６億円 

貸出金 ６兆３〃０５９億円 

資本金 ４２１億円 

有価証券評価損益 ７〃２０４億円 

自己資本比率 
（国内基準々規制改正早期適用済） 

連結 〆 １３〄５１％ 
単体 〆 １２〄９７％ 

格付 
Ｒ＆Ｉ 〆  
Ｓ＆Ｐ 〆 

： 
：〓 

従業員数（出向者を除く） ３〃３０３人 

拠点数（※） 
１９８か所 

（本支店１７４、専門拠点２４） 

海外拠点（駐在員事務所） 香港、上海、大連、バンコク 

※「相続々資産承継ご相談プラザ京都南（23年4月開設）」を含む 
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々京都銀行に改称 
々本店を京都市に移転 
 

々丹和銀行創立 
 本店〆福知山 

京都市内では中小企業の 
資金難が課題 

第
二
部
に
上
場 

京
都 

大
阪 

滋
賀 

奈
良 

兵
庫 

愛
知 

東
京 

計 

2000.3 105 9 0 0 0 0 1 115 

2020.3 111 31 14 7 8 2 1 174 

地元本店銀行 
として地位確立 

広域型地方銀行 

として成長加速 

昭和 平成 

従業員数 

2000.3 2,862 

2020.3 3,440 

店
舗
網
拡
充 

人
的
資
本

の
拡
充 

成長のための 
先行投資 

戦後復興       高度成長々安定成長 

ベンチャー企業の台頭とその後の急成長 

 グローバル化       人口減少々低成長 

金融再編 
デジタル社会 

バブル 
崩壊 

リーマン 
ショック 

＋51％ 

＋20％ 

１
９
４
１
年
丹
和
銀
行
創
立 

１
９
５
０
年
京
都
府
本
金
庫
事
務
受
託 

１
９
５
１
年
京
都
銀
行
に
改
称 

１
９
５
３
年
本
店
を
京
都
市
に
移
転 

１
９
８
４
年
東
京
々
大
阪
両
証
券
取
引
所 

１
９
７
３
年
京
都
証
券
取
引
所
に
上
場 

１
９
８
６
年
同
第
一
部
に
指
定
替
え 

１
９
９
９
年
当
行
初
の
赤
字
決
算 

２
０
１
８
年
信
託
業
務
へ
銀
行
本
体
参
入 

２
０
１
７
年
京
銀
証
券
開
業 

２
０
０
０
年
滋
賀
県
初
進
出
々
草
津
支
店 

資料編２〄沿革（概略〆創立～平成期） 
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サステナビリティ経営推進体制 

ガバナンス体制の強化 （2023年5月末現在） 

   監査役 ４名 うち   

取締役会 監査役会 

取締役会／常務会 

サステナビリティ経営推進委員会 
 
 

 

 

報告 

本部各部・営業店・グループ会社 

 
 

 

 

京都銀行グループとしての 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

行員一人ひとりの 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

相互連携 

出席 

出席 

監査役 

委員長〆専務取締役（代表取締役）  
副委員長〆本部各部室を担当する役付取締役 

     および 役付執行役員  

委員  〆本部各部室長 

事務局〆経営企画部 

資料編3〄コーポレートガバナンス 

取締役 ８名 うち   独立社外取締役  

  ３名 

女性取締役  

  ３名 

独立社外監査役  

  ２名 

女性監査役  

  １名 



資料編4〄預金々譲渡性預金（主体々エリア別） 
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21,756  21,831  21,337  
24,428  26,751  27,453  

44,670  46,244  48,013  

51,035  

53,859  
55,891  

8,984  
9,409  8,405  

7,178  

7,069  
5,817  

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 
主体別 預金・譲渡性預金（平残） 

57,484 58,920 60,595 
66,200 

71,091 73,489 

7,576 
8,047 

8,414 

8,775 

9,353 
9,544 

3,319 
3,502 

3,718 

4,100 

4,417 
4,633 

7,030 
7,015 5,027 

3,566 

2,817 
1,495 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 
エリア別 預金・譲渡性預金（平残） 

２０２２年度実績 （前年度比） 
法人〒702億円、個人〒2,031億円、公金他△1,251億円 

77,756 

89,162 

75,411 77,756 

89,162 

75,411 
77,485 77,485 

82,642 82,642 

預金・譲渡性預金平残の推移 

法人 

個人 

公金他 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 87,680 

２０２２年度実績 （前年度比） 
京都〒2,398億円、大阪々兵庫〒191億円、 
滋賀々奈良〒215億円、東京々愛知△1,322億円 

87,680 



資料編5〄貸出金（主体々エリア別） 
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28,153 29,321 30,333 
33,524 33,704 34,025 

10,070 
10,785 

11,109 

11,707 12,198 12,884 4,357 
4,757 

5,009 

5,293 5,474 
5,705 

7,778 

8,690 
9,041 

9,902 9,393 
9,509 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

エリア別 貸出金（平残） 

２０２２年度実績 （前年度比） 
法人〒1,241億円、個人〒58億円、公共〒52億円 

30,151  32,056  33,145  
37,867  38,192  39,433  

14,769  
15,544  

16,088  

16,335  16,448  
16,506  5,439  

5,955  
6,260  

6,226  6,131  
6,183  

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

主体別 貸出金（平残） 

55,494 

62,124 

50,359 

55,494 

62,124 

50,359 

53,555 53,555             

60,428 60,428 

 貸出金平残の推移 

法人 

個人 

公共 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 

（億円） 

60,771 

２０２２年度実績 （前年度比） 
京都〒320億円、大阪々兵庫〒685億円、 
滋賀々奈良〒230億円、東京々愛知〒116億円 

60,771 

（億円） 



38 34 35 35 39 

228 213 200 194 189 

316 
311 310 305 307 

74.99 

68.91 
65.45 

59.17 60.75 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 583 
559 

546 

物件費 

63.52 

62.24 

61.60  

64.17 

58.88 

53.29 

52.79 

50

52

54

56

58

60

62

64

19年度 20年度 21年度 22年度 

（△8.24％） 

（△16.95％） 

資料編6〄経費とOHR 

43 

経費とＯＨＲの推移(単体) 日本銀行の特別当座預金制度に基づくＯＨＲ 

535 

（注）日本銀行「地域金融強化のための特別当座預金制度」に基づくOHR（連結） 

連結経費（減価償却費等を除く） 

連結業務粗利益（国債等債券売却損益等を除く） 

基準値（＝19年度実績） 

（△1％） 

（  ）は19年度対比改善率 

＝ ×100（％） 

（△3％） 

（％） 

人件費 

税金 

実績 

OHR 

536 

（※）ヘッジ取引を調整した場合 

（※） 

（△4％） 

（△17.73％） 

各年度の 
クリア基準 
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4,570  

1,080 

422  

0 

0 

1,140 

625  

90 

60  

130 

130 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

7,622

2,376

0

3,000

6,000

9,000

 消費性与信の信用リスク量 
保有期間１年 信頼係数99％ 

銀行勘定の金利リスク（２０２３年３月末） 

Δ ＥＶＥ 自己資本 Δ ＥＶＥ／自己資本

９１億円 ４，５８０億円 ２．０％

リスク量 
（２０２３年３月末基準） 

（億円） 

配賦原資※ 

 

バッファー ２〃１３０億円 

市場リスクVaR 
 (除く政策投資株式) 
  〆バンキング 
   保有期間６か月 
   信頼係数99％ 
  〆トレーディング 
   保有期間１０日 
   信頼係数99％ 

（政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ〓評価損益） 

（億円） 
(２０２３年３月末） 

コ ア 資 本 
（配賦原資） 

資本配賦額 
（２０２２年度下期） 

政策投資株式修正VaR    
保有期間６か月 信頼係数99％ 

事業性与信の信用リスク量  
保有期間１年 信頼係数99％ 

2,４４０億円 

オペレーショナルリスク 
（粗利益配分手法） 

政策投資株式 
評価損益 

政策投資株式 
VaR 

  【統合リスク量の状況】 

  ●２０２２年度下期の資本配賦額は２〃４４０億円、２０２３年３月末の統合リスク量は 
   １〃２３７億円 

  【銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲ；；）】 

  ●２０２３年３月末のΔＥＶＥ（金利ショックに対する経済的価値の減少額）は９１億円、 

       自己資本に対する比率は２.０％ 

1,２３７億円 

々市場リスク、信用リスク 
 （配賦額超過時等臨時         
  突発的な事態に使用） 
々計測できないリスク 
々新規業務に対するリスク 
々戦略リスク等 

※２０２２年度下期計画策定時点 
      における２０２３年３月末予想値 

自己資本に対するΔＥＶＥの比率は２０％以内となっている 

統合リスク量の状況（２０２３年３月末） 
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 連結子会社・関連会社 

 連結損益 

＜子会社＞ 業務内容 

 烏丸商事（株） 
 不動産管理々賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務、 
 ECモールの運営 

 京都信用保証サービス（株）  信用保証業務 

 京銀リース々キャピタル（株）  リース業務、投資業務 

 京都クレジットサービス（株）  クレジットカード業務（DC） 

 京銀カードサービス（株）  クレジットカード業務（JCB、ダイナース） 

 （株）京都総合経済研究所  経済調査々研究業務、経営相談業務 

 京銀証券（株）  証券業務 
 

 

＜関連会社＞ 

 スカイオーシャン々アセットマネジメント（株）  投資運用業務 

（単位〆億円） 

＜連結＞ 
22年度 

＜銀行単体＞ 
22年度 

連結子会社等 
の利益反映分 

連結粗利益 935 883 52 

連結経常利益 381 355 26 

親会社株主に帰属する当期純利益 272 256 15 
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LTV（Life Time Value)の最大化 

=   単価   x   取引頻度   x   取引継続期間     -    （ 既存顧客維持コスト  +  新規顧客獲得コスト ） 

創業期 成長期 安定期 成熟期 

事業継承支援 

DX々サステナビリティ（脱炭素々BCPなど） 支援 

M&A 

販路拡大支援々海外ビジネス支援々人材紹介 

創業支援 (ファンド) 事業再生々経営改善支援 

Time 

さまざまなファイナンス と コンサルティングメニュー (事業会社) 

ファイナンス々リース 

生産性革新々 

店舗チャネル刷新々DX 
営業エリアの拡大 

資料編９.これまでも、これからも、「ながーーーい、おつきあい。」 

ご参考     ながーーーい、おつきあい 法人イメージ  



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 

リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と 

異なる可能性があることにご留意ください。 

［照会先］ 

株式会社 京都銀行 経営企画部 

電話：０７５－３６１－２２９２ 

ＦＡＸ：０７５－３６１－４５８１ 

https://www.kyotobank.co.jp/ 


